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成熟社会の消費者

「消費環境」の変化にどう対応するか
一

粟田　房穂

　宮城大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll目目ll．
　］990 年俺から21 世紀初頭にかけて 、 日本経済は深刻な不況に見舞われた 。 バブル崩壊に 催
う経済停滞に加えて 、グロ ーバ リゼーシ ョ ン 、 情報化、 少子高齢化 とい う潮流変化により、長

期不況はな お先行ぎが見え ない状況が続い てい る。この 間 、 消費者 を取 り巻く 「消費環境」は

どう変わ り 、 消費考は どう対応 してきた か♂
　本稿では 、 湾 990 年代か ら21 世紀にかけての消費者の意識と行動を明らかにすると ともに 、

モ ノが溢れる豊がな 現代の成熟社会 1）の特徴を加味しつ つ 、申期的視点か ら消費者意識と消

費行動の方尚性をざ ぐる 。

　も っ と卸特徴的なことは、、「消費環境の変化と幗人消費の不安定化」である 。 従来、景気循環
に射して安定的であると認識されて いた個人消費の持つ ラチ ェ ッ ト効果が90 年後半か ら有効1こ
働かなくな っ た 。

　その主因ぱ． 「消費環境」て所得 ・雇用 、 家計部門のバ ラン スシー ト、 将来見通 し）の激変に

あ 莓。 物価 がデフ レ状態に なり所得の伸び悩みが次第に恒常的なものと認識ざれるようになる

と 、 消費行動がより慎重 になり消費性向の低下傾向が一段 と進漏だ 。 個人消費が不安定化にな

っ たの は、「選択的消費」支出の消費全体に占めるウ ェ
ートが高まり景気 に敏感 に反応するよ う

な消費構造fETdi　7 ．て きSaからである 。

　消費環境 に大ぎな影響を及ぼ したのが、消費者物価の持続的な下落である 。 全国の消費考物

価は、1998年から2001 年まで 3年連続して下が っ た 。 衣料、外食、日用品など、身の回り

の物価下落ぷ りは 「価格破壤」 といえるほどで ある 。

’

　こうした中 、 「贅沢な消費」と質素 に済まそ うとする消費を日常生活の申で使い分けるとい う

「消費の二 極化」現象が際立 っ てきた 。

・
この背景には 、 雇用不安が深刻化 し所得格差が鮮明にな

っ てきたことがある 。

　こんこの動向としては 、 「薯 らし向きは悪化する」とみる消費者が増えてお り日本経済のデフ

レの深化と合わせて 、消費支出は減少傾向を示すと予測され る b 長期不況に弾力的に対処して

ぎ た消費者はi、 バブル経済崩壊後の 学習効果を踏まえて 、商品やサービスの 効用と価格を自分
の物差しで レっ か りと判断し満足できる ものを選択ずる 「成熟型消費」へ の 転換をはか っ てい

くもの と予測される 。

は じめに 1、消費環境の変化と個人消費の不安定化

　バブル 崩壊 に伴う経済停滞 に加え て 、グロ
ー

バ リゼー
シ ョ ン 、情報化、少子 高齢化とい う潮

流変化は 、 消費者の 意識と行動変化 にさま ざま

な影響を及 ぼして きた 。 1990年代か ら21 世紀初

頭にかけて 、 「消費環境」はどう変 D 、 消費者は

これにどう対応 して きたか 。 消費の 不安定化 は 、

景気 にどのような影響を与えたのか 。 消費社会

論の 立場か ら、概括的に こ れ らを分析する こ と

で 成熟社会の 消費者の 意識と行動の 現状を 明ら

かに し今後の方向性をさぐる 。

1、弱まる景気の下支え効果

　個人消費は従来 、 景気循環 に対 して 安定的で

ある と認 識されて い た 。 消費が所得の 函数であ

る こ とか ら 、 景気停滞期にも それ ほど落ち込 ま

ず景気の 下支 えをする 、 い わゆる 「ラ チ ェ ッ ト

（歯止 め）効果」が機能す るか らである。

　 こ の 効果 が働 く の は 、景 気が 落 ち込 ん で も

人々 は従来の生 活水準を維持 しよう と する ため

所得 が鈍 化す るほ どには消費は減少 しない 、 つ
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ま り消費 ［生向が高ま っ て景気を支 え る機能 を果

たす。

　それが90年代後半から様相が変 っ てきた 。 と

く に、97年度 は個人消費が 戦後初の マ イナ ス

（前年度比 0．2％減）と な っ た 。そ の 後も マ イナ

ス 傾向が続 き 、 景気回復へ の 道筋は依然と して

不透明な状況にある 。

　個人消費は 日本の 国内総支出 （GDE ）の ほ

ぼ60％を占めるだけに 、 個人消費が景気 に敏感

に反応しラ チ ェ ッ ト効果が効かなくな っ たこと

で 、 経済成長 の 鈍化に大きな影響を及ぼ し た 。

　この ように 、 個人消費が落ち込んだ主因 は 、

「消費環境」 （所得 ・雇用 、 家計部門のバ ラ ン ス

シ ー
ト 、 将来見通 し）の激変にあ る と考え られ

る 。

2 、家計の所得環境の変化
一
増大する生活不安

　バブル崩壊後の 消費環境をみ ると、収入 か ら

税金な どを差し引いた可処分所得 は 、 1993年度

以降鈍化 し98年度には前年度比 でマ イナ ス にな

っ た あ と 2000 年度 ま で 連続で 減少 に な っ た 。

2001 年度もその傾向が続いている 。

　これ に加 え て 、 景気悪化 に伴 い企業の リス ト

ラが強 ま っ た こ とや金 融不安 の高ま D な ど によ

っ て 消費者の将来所得 に対す る不安感も増大 し

てい る 。 消費者の 不安 感 をあ お っ た具体的 な出

来事 と して 、97年秋 に相次い で起きた大手銀行

や証券会社の 経営破綻による 「銀行不倒神話1
の崩壊が あ る 。 そ の後の大手ス

ー
パ

ー、中堅ゼ

ネ コ ン 、不動産会社の 倒産も不安感の増大 をも

たらした 。

一部上場の 企業の経営危機は 、 多く

の 消費者 に 「明日はわが社」を連想させて消費

者心理を冷やしたの で ある 。

　これに 、 雇用不安 、 金融不安 、 年金不安など

の不安感が加わ り消費者の生活防衛姿勢に拍車

をかけ 、 こ の こ ろから消費者は所得の落ち込み

を一時的でなく恒常的である と認識 し始めた 。

　こ の 間、土地と株価低落 に伴う 「資産デフ レ」

の家 計へ の圧 迫度が増 大 した 。バ ブル 崩壊後の

家計のバ ラ ン ス シ
ー

トを みる と 、資産デ フ レに

よ り家計部門の含み資産 は 1990年を ピー
クに低

下 してお り、可処分所得が伸び悩む 中で負債は

高止ま りして い る 。

　とりわけ 、 バ ブル期 に多額の住宅囗 一
ン を組

んで 住宅を取得 した勤労者世帯へ の打撃は痛烈

で あ る 。1986年か ら 96年に かけ て 首都圏 の 新築

マ ン シ ョ ン を購入 した世帯は平均 して 1500万円

程度の 「含み損」を抱え て いるとの見方が ある 。

　住 宅 ロ
ー

ン返 済の ある勤労者世帯 （同世帯全

体の ほ ぽ3割）で は、借入 金返済負担率が高くな

り （図 1参照）、実質消費の落ち込みは住宅ロ ー

ン返済な し世帯に比べ て大 きくな っ てい る 。 物

価がデフ レ状態 にな り所得の 伸び悩みが一
週 性

で な く恒常的な もの と認識される ようにな ると、

それまで に契約された負債の 実質的負担が増大

す る 「負債デ フ レ」を通 じて 、負1責保有世 帯の

消費行動が慎重にな っ た 。

3 、「恒常所得仮説」と消費性向の 低下

　消費はその 時々の所得だけで なく保有する資

産の 価値や将来の所得な ども含め た 「恒常所得」

に依存する という考え方は 、 「恒常所得仮説」と

呼ばれ標準的な理論として受け入れられている 。

これが現実の 日本経済で厳密に成り立 っ ている

か の検証 は難しいが 、 90年代後半の消費低迷は

これで説明できよ う 。

　消費環境 に つ いて は 、 可処分 所得が伸 び悩ん

で い る とい う現状に加えて、雇 用不安を含むさ

まざまな 不安 に よ っ て消費者 心 理 が冷え込 んで

い る 。 そ れに、家計部 門のバ ラ ン ス シ
ー

トの悪

化が 「恒常所得仮説」を証明 して いる と考え ら

れ る 。す なわ ち 、株価や 地価の 下落 は資産を 目

減 りさせ、消費に逆資産効果を及ぼした 。

　こ う した こ と か ら、可処分所得に 占める消費

の割合で あ る消費性向は低下傾向を
一

段 と強め

て おり （図 2参照）、 1981年 に79 ．4％ だ っ た消

費性向 （勤労者世帯）が2000年には725 ％にま

で 落ち て いる。 2）

　多くの 日本人は可処分所得が増えない状況 の

中で 、 消費を抑制 し貯蓄を増やしたといえよう 。

こ う した消費者の個々の行動 はきわめて合理的

で あるが 、 経済全体でみ る と消費低迷による景

気の さらなる悪化を引き起こ したという点で マ

イナス効果を及 ぼす 。 この間の 日本経済 に 、 い

わゆる 、 「合成の誤謬」が働し、たのであ る 。

　とくに 、 ここ数年は限界消費 1生向の低下 幅が

大き い こ とが シ ン クタ ン クの 調査報告など に散

見される 。「恒常所得仮説」は こ ん乙 社会の 成熟

化 に伴 っ てよ り有効 にな っ ていくと考え られ る 。

4、消費構造 か らみた不安定化要因

　個人消費が不 安定化 した背景に は 、 景気 に感

応的な 「選 択的消費」支 出の 消費全体 に占め る

ウェ
ー トの高まりがある 。

　ふ だん の 生活 に必要な 「基 礎的消費」支 出に
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比べ ると 、 娯楽 、 教養 、 サービスなどの選択的

消費は消費者の 自由な意思によ っ て 自由に使え

る 。 消費者 の裁量性が確 保され て いる 性質 を有

す るた め 、 消費者 は景 気が良くな る と選択的消

費を増やす が、反 対に景 気が悪 くな る と節減 す

る とい う特性を有する 。

　消費者の 裁量性が高い だけに消費全体に対す

る支 出弾力性 が 1よ り大 き い た め 、選択的消費

の ウ ェ
ー トが趨勢的に高まれば 、 消費構造 自体

が景気により感応的にな っ て いると解釈で きる 。

　現 実に 、 選択的消費支 出は も ともと基礎的消

費支 出が低い単身世帯が増えて きたこ とと社会

の成熟化とともにその比率が高ま っ ている 。

　選 択 的消費の 比重 は 普通 世帯で は現 行の家計

調 査開始以 降 35年で 約 10％ ポイ ン ト増えて お

り、1998年には約44％ にな っ てい る 。 3）ここ

にも所得の 伸び悩み に反 して消費性向が小 さく

なる要因を見出すことがで きる 。

　日常の生 活 を維持す る ための 基礎的消費が義

務的で 楽しくな い の に比べ る と 、選択的消費は

楽 しい行為で ある 。 社会の 成熟化と とも に 、文

化的行為の 色合 い の強い記 号的 消費に比重 が移

っ て い く 。

　こ の よ う に選択的消費の比重 の 高ま りは 、日

本の消費構造そ の もの が景気に感応的 にな っ て

いるもの と解釈できる 。

1 、 変る消費者の意識と行動の底流

1 、 広がる 「価格破壊」の動き

　この と ころ 、 衣料 、 外食 、 日用 品な ど 、 身の

回 りの物価が目に見える形で下 が っ ている 。 そ

の こ とは 、 物価統計で 裏付け られる 。 総理府が

まとめ る全国消費者物価指数が1999年か ら2001

年ま で 3年連続 して前 年を下 回 っ た 。 統計が比

較可能な 1971年以降初めてのこ とで ある 。

　こ の傾 向 は 2002 年 にな っ て も 続い て い る 。

「価格破壊」といえる ほどの下落ぶ D である 。 価

格破壊といわれ る状況 はバブル崩壊後の 1990年

代初め にもあ っ た が 、 流通 産業 の
一

部 にと どま

り影響の範囲は限定的だ っ た 。

　今回 はよD広範囲に及 んで い る 。 価格破壊が

新局面 を迎えたとい える が 、 同 時に物価が持続

的に下落 し景気全体に悪影響を及ぼ す 「デフ レ」

の様相も見られる 。

　消費者物価統計は家計調査を基に して お 0 、7

日以内の 短期のバ
ー

ゲ ン や特売 の商品 は対 象外

で購買頻度 が多 く永続 性のあ る 商品 を対象に し

2001 年　消費者金融サ
ービス研究学会年報

てい る 。 単身者世帯も基本的に は省かれている 。

そ の意味で 、 価格の下 げ圧 力は数字以上 に強い

といえる 。

　 こう な ると 、消費者 は 「買い控 え」傾 向を強

め る。急 い で お カネ を使わ な くと いい と判断す

る と、消費が萎縮 し景気回復が 遅れる 。 現在の

消費低迷 には、消費者の 先行き 不安や現状 に対

す る失望 感 と さ らな る物価下落 へ の 期待感 が ま

じりあ っ て いる 。

2 、供給サイ ドの 変化

　価格低下は実質購買力が高まるとい う点で は

消 費者に利点がある が 、 供給サ イ ドで は 限 ら れ

た市場での パイ の 奪い合い が激化する ことにな

る 。

　一定の売 り上 げ金額 を確保する に は 、 従来を

上 回る量 を売 らな け れ ばな らず 、 企業間競争は

く た くたの 体力勝負の 様相を呈 する 。 とくに付

加価値がそ れ ほ どな く商品 に差異性がな い コ モ

ディ テ ィ （日用 品）は 、 価格だけ が競争の基準

に なる 。この背景 には グロ ーバ リゼー
シ ョ ンが

あ り、賃金 コ ス トの安 い国 の商品 が競 争優位 を

確保す る 。

　下がらな いの は差異 性の あ る高給プラン ド商

品だ けで 、巳用 品は安 いほ う に鞘寄せ され賃金

の安い 国の 製品 がの し上 がる 。 安 い海 外製品 の

流入はそれ自身が価格破壊をも た らして いるが、

同時に競合する国内製品の 価格低下を誘発する 。

　 こ の ように、価格下落は 生産者だ け で な く流

通業界も激変さ せる イン パ ク トを も つ 。分不相

応な消費をする こ とを気恥ずかしく感 じる消費

者が増えて 、 安 くて い い 商品を買うこ とは合理

的な行動であると思うようにな っ た 。

　一部の ブラ ン ド高級品を売る専門店を除くと 、

流通 業界 は価格破壊の波 に洗われて い る 。 価格

竸争の激化の結果 、 大手ス
ーパーや百貨店の 経

営は深 刻の度を加える とともにカジ ュ アル衣料

の ユ ニ クロ な ど新しい業態の小売業を輩出して

い る 。

3 、 消費の 二 極分化

　価格の 低落傾向が 続くな か 、ブ ラ ン ド品は好

調と いう 側面 も あ る 。 消費者 の間 には 、日用 品

は 低価格のモ ノで済ま し自分が欲 しい もの には

少 しぐ らし、価格が高 くても 購入す る傾 向が顕 著

にな っ て きた 。 高級プラン ド品 と低価格品 がよ

く 売 れ、中 間価 格帯の モ ノ が売れな い とい う
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「二極化」が鮮明にな っ て きた 。

　多く の消費者 は、「贅沢な消費」と質素に済ま

そうとする消費を 日常生活の 中で 自然 に使 い分

けて いる 。 消費の 「選択と集中」と いうべ き現

象で 、経済停滞が 続き所得格差が拡大 す る状況

とあい ま っ て こ ん こ も続くとみられる 。

　この消費の 二 極化の意味すること はそれほ ど

単純で は ない 。現 在の 日本の 消費に は、 3 つ の

側面がある との観察がある 。 4） すなわち 、

  一人の 人が高級 プラ ン ド品と格安品の 双方を

　選択的に消費する 。

  所得格差の拡張 によ り社会階層 の 分化が顕著

　になり 、 高所得者が高級品の購買層 、 低所得

　者が格安品の購買層を形成 している 。

  「売れ るもの」 と 「売れな い もの 」の 分化が

　明 瞭化 して いる 。 逆 にいう と 、中間項をなす

　はずの商品種が激減 した

　こ う した 区分 はそ れ な りに説得力を持つ が、

現実 はこれ らの 3つ の 二 極化現 象が複雑 に絡み

合 っ て し、る 。 社会の成熟化と とも に 、 そ れ ぞれ

の要因が陰に陽に、消費者の 意識 と行動に投影

されてい くと予測される 。

4、 多様化す る消費 へ の価値観

　消費者 にと っ て 大切 なこ とは 、 商品の 選択肢

の 幅が広い こ と と価格で ある 。 価格と商品価値

との 関連こ そ 、消費者の関心である 。それでは、

価格が消費者の 意識や行動にどのような影響を

及ぼしてきたか 。

　バ ブル期には、消費者が高額商品や高級ブ ラ

ン ド品 を競うように買 い求めた 。 日本経済がな

お右肩上が りの成長 を続け る中で所得の 伸びが

期待されたこ とと 、 物価上昇を見込んで 買い急

ぎ傾向を強めたか らで ある 。 このため 、 価格を

重視す る よ りも商品 の購入 に血道を上げた 。 こ

の 時期 、 高額品 はそ の まま高級品 との思い 込み

があ っ た 。

　それがバブル経済崩壊後一変 して 、 低価格品

に関心が向か っ た 。 不況の 深 まD で 生活防衛意

識が働き 、
コ ス ト意識が強ま っ た。90年代初め

の 価格破壊ブー
ム をも た ら した 背景 には、こ う

した消費者意識 の変化がある。

　消費者 の価格 へ 意 識は、90年代後半か ら再び

変化 す る 。 い く ら安く てもそ の 商品 か ら得 られ

る価値 （バリュ
ー）が低い と丸満足感が得 られ

な い こ とに気付き出 した 。 ここで の 価値は 、 「自

分にと っ て 使い やすい か1 「心の安 らぎや美的感

覚を満足させ て くれるか」「人と の 違いがあ るか」

な ど 、 個々の 消費者の 感覚や ラ イフスタイル に

関わるものである 。

　と い っ ても 、ここで も価格は消費の 目安で あ

る こ と に変りは ない 。 消費者 は価値と価格 との

関係を常 に考え つ つ 、自分な りの商品感覚を磨

き上 げて き た 。 自分が価値があ る と半1」断す れば

少 しくらい高くて も迷 わず に買う し、そ の反対

に価値が 伴わな い と判断す る と安 く て も 見向き

も しない 。

　価格に相応の価値 、 すなわち 、 「バ リ ュ
ー ・フ

ォ
ー ・マ ネー」が最近の 消費者意識の 主流と い

える 。

皿 、 現 代消費社会と消費者　　中長期視点か ら

1、　 「豊かな社会」のパラ ドッ クス

　モ ノがあ ふれ る豊 か な社会 では 、 人々の 日常

の関心はも っ ぱらモノの購入とや 所有に向かう 。

しか し 、 消費行動は必 ず しも人 々 に満足感 を与

えるわ けで はない 。

　それ は、マ ス コ ミ情報、広告、宣伝によ っ て、

人 々 の欲望水準が不断に上 が っ て い つ も満た さ

れな い気持 ち に追いや られ か らで あ る 。 モノを

供給す る生 産者 は 、消費者 の欲望 水準を上 げる

こ と で 消費者の 購買行動を促 し利益を確保 しよ

うとする 。

　豊 かな 社会 は人々 の 欲望 は追 っ ても 追 っ ても

満 たされない 仕組 み にな っ て い ると い えるが 、

それで も人々 は モ ノ との関わ りを断ち切 るこ と

が で きず 、なん とも説明しが たい
“
窮乏感

”
が

つ きまとう 。

2、 消費は文化的行為に

　モ ノがあふれる豊か な社会 では 、 消費者はモ

ノ の持 つ 実用 性や機能性 とい っ た 「物的価値」

よりも 、 ブラ ン ドや デザイ ン 、 希少性や遊戯性

とい っ た 「記号的価値」に関心を寄せる 。 5）

　現代の 消費社会にお い て は 、消費は商品の機

能に関 して お こ なわれる とい うよ りも記号性を

めぐ っ てお こなわれる 。

　そ うな る と、消費 とは経済 的行 為 とい うよ 0

は ， さ まざ まな コ
ー

ドのも と で差異化さ れた記

号 を媒介 とする 言語 活動の よ うな 文化的行 為で

ある 。 人々 は消費行動によ っ て 、 自分の個性や

存在 、 ライ フスタイルな どを示そ うとする 。

　成熟社会の消費行動もまた 、 選択的支出を高

める要因を はらん で いる 。
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3、　 「欲望」が消費を膨らませる

　大 量 消費社会の到来に よ っ て 人々の 欲望 が 膨

み 、そ れが消費 需要 を増 大 させ 、資本主義経済

が本質的に抱え る需給ギ ャ ッ プを 埋め 合わぜ て

きた 。

　供給過剰体質を持つ 資本主義経済は常に 需 要

を拡大 しない と機能麻痺 に陥るが 、 それを埋め

合わす手段の ひとつ が 、 国の政策と して財政を

拡大す る こ とだ っ た 。 い わゆる ケ イ ン ズ政策だ

が 、 これには財政赤字に膨張とい う限界がある 。

　それ に比べ ると 、 人々の欲望には限度がない 。

欲望が膨 らみ 消費が拡大 した こ とで 、 資本主義

経済は それな D に機能 して きた 。 資本主義の ダ

イナミズムを支える役割を果 たしたの が 、 「大量

生産一大量消費」のシステムであ る 。

　この シス テム が有効に働く に は 、 大 量生産の

前段階である 「大量採集亅と大量消費の後段で

あ る 「大 量廃 棄」の 機能が完全 に機能 しな くて

はな らない 。 す な わち 「大量採集→大量生産→

大量消費 → 大量廃 棄」の システムで ある。

　多くの先進国で は、こ れまで の経済成長の 過

程で 、シス テム の始 点であ る大量採集と終点の

大量廃棄はそ れほ ど問題視され な か っ た 。そ れ

が前者は資源の 枯渇 、 後者は地球環境問題の 高

ま りによ り、「大量生産
一

大量消費」の シス テム

に限界が生じて きた 。 いまでは、「地球はひと つ 」

との 考えが世界に広まり 、 消費者も欲望を抑え

ない と宇宙船地球号が維持できない ことが世界

の 国の 共通認識になりつ つ ある。

　社会の成熟化と とも に 、 欲望をふん だん に膨

らませるモ ノ中心の 消費資本主義は限界に達 し

て い ることが多くの 人 に明 らかにな っ て きた 。

多くの 消費者 に 、 資源浪費型 、 環境破壊につ な

がる商品の消費を控える傾向が 出始めて きたの

である 。

N 、 「成熟型消費」に向けて

1、急務の消費環境の改善

　各種の 生活 意識調 査な ど をみ る と、こ ん こ

「暮らし向きは悪化する」とみ る消費者が増えて

い る 。 たと えば 、日本銀行が 2001 年9月に実施

した 「生 活意識に 関す る ア ンケ
ー

ト調査 」 6 ）

によると、暮 らし向き （1年前対比）に つ い て は

「苦 しくな っ て きた」が引き続 き全体の 5割近 く

を占め、支出 （同 ）に つ いて は 4 割近 くが 「減

2001 年 消費者金融サービス研究学会年報

ら して いる 」と し先き行きも 「減らそう と思う 亅

が4割強と回答して いる 。

　 多くの 消費者 が消費 に明るい見通 しを抱けな

いの は 、足元の 消費環境に改善の 兆 しが見 られ

な い か ら と推測 され る。そ の 中で も っ とも 深刻

なの は 、 雇用環境へ の 不安感が増大 して い るこ

とで ある 。 日銀調査によると 、 勤め先の 雇用 ・

処遇に つ い て 「不 安を感 じ て い る」と の 回答は

全体の 8割に 、 自営業者で 自分の 事業に不安を感

じている人は9割弱に達 した 。

　 こ うみ る と 、 政府に は 対症療法 的な景 気対策

で はなく 、 雇用 環 境の 安定をは じめ 、 少子高齢

社会の諸問題解決に向 けた長期的なビジ ョ ン を

消費者に提示す る こ と によ り 、 消費者の 将来に

対する コ ンフ ィデン スの 回復を図 るこ とが望ま

れる 。

2、「知的消費」に向か う

　消費環境 の改 善 がはか ばか しくな い状 況 が続

く中、消費者の 意識に従来と は違 う側面 もみ ら

れる 。他人の意見 や世間の風 潮に左 右さ れず に、

自分な りの生 き 方や価値観を大事 に して消費行

動を決めたい という人が増 えてい る 。

彼 らは、自分たち が真に必要 なモ ノを いろい ろ

な情報を参考に しなが ら 自分で 判断しよ うとす

る 。

一
時的な流行や表面 的な価格 に左右 されず

に 、自分な りの 物差 しで 商品価値 を決め ると い

う 「知的消費」の傾向で ある 。

　 こ の 背景には 、 人々 の ラ イフ ス タイル や人生

観の 多様化が進ん で きた こ とが ある。目まぐる

しく変化する環 境の 中で 、 背伸びをせずに 自分

なりの尺度で生活を楽 しみ たい とい う気持ちが

強 ま っ て い る 。 所得の 向上 が期待で きないだ け

に 、 この傾向はより鮮明になる 。

　 こう した消費行動を通 して 、 多くの消費者は

最終的に頼 りになるの は自分だけと感 じて い る 。

自分 ら しさは 、 他人の 目線や思惑 を感 じなくな

っ たときに生まれる 。 この ような 「自分は自分 、

他人は他人」という生活ス タイルはかつ ての 日

本人 に共通 する 「横並 び意識」からの脱皮を意

味する。

　 「賢い消費者」の 関心 は環境問題 にも 向かう 。

環境に配慮 した生活ス タイル に変えない と、「美

しい地球 」を維持 す る こと がで き ない とさえ考

えて い る 。 「適正 消費、極小廃棄 、リサ イ クル 、

省 工 ネル ギ
ー

」 に価値観を 見出す 人々 が増 え る

だろう 。
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3、変る消費者と企業の関係

このよ うな消費者の意識と行動の 変化は、売 り

手の企 業を戸惑わせる 。 消費者の 出方が予測 し

に くくな り、と きに消費者 に振 り回 され る。消

費者の多様な価値観や環境 へ の関心 に応えな け

れば、企 業と して の存続が危うくなる 。 消費者

視点に立 っ た経営 を しな い 企業は 、企 業間競争

に取D残される 。

　経済の 成熟化 が進むにつ れて 、 多くの人の目

に は消費者の 利益を守るも の は 市場で の 自由な

競争であることがは っ きD と して きた 。 企業間

の 自由で 活発な競争があるかぎり 、 消費者 は商

品 の 選択幅が広が り価格メ 力 ニ ズ ム が働き 、 消

費者の利便がかなえられる 。

　 自由経済のルールや社会倫理 に反する企業行

動 には 、 消費者 は商品 の不 買 などによ っ て 市場

を通 じて 「異議 申し立て」を おこな うよ う にな

っ て きた 。 最近の偽装牛肉事件で経営破綻 に追

い 込まれ た食品 企業な どは 、 そ の あ らわれ で あ

る 。

　 こうして市場経 済にお ける 「主権者」は消費

者で ある との 自覚は 、 成熟社 会 で はよ り広 範囲

なもの とな る 。 自由競争は 、 とき に行き過 ぎる 。

消費者と して は竸 争メ 力 ニ ズムの長 短 を知る と

とも に、消費行為 には 自ず と 自己責任が求め ら

れ る 。

　同時に 、現在の消費社会を支えて い る 「消費

者信用と支払手段 の 多様化」の 健全な発展が欠

かせ ない 。 成熟社会 にお ける消費者金融業界の

ポジシ ョ ン は さ らに高まる 。こ こ で も 、消費者

視点の経営が求められる 。

　行政と して も 、 消費者教育の 徹底 と社会的弱

者 へ の 安全網 （セ フ テ ィ ネ ッ ト）の 整備が急務

になる 。 成熟社会 において はこれまで のような

経済成長は期待で きない 。 そ うだ とすれば 、 国

民生活の 「質」の 向上に資するように 、 非効率

な行政シ ステム の改革をすみ や かに進める べ き

で あろう。
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1、「成熟 社会 」 に つ い て、は っ き り し た定 義 が あ る わ け で は

　 な し  『成 熟社会 』 を著 したガ ボ
ー

ル は 「成熟社会 と は 、

　 人0 及び物質 的消費 の 成長はあき らめ ても、生 活の 質を成

　 長 させ る こ と は あき らめな い 世界 で あ る 」 と い っ て い る。
　 そ う だ と す れ ば、日本 の 経 済 社 会 は 1990 年 代 後 半 か ら 21

　 世紀初頭 に成熟社会に 達 した と い え る。そ こ で、本稿 で は

　 現代の 消 費社会を 成熟社会と と らえ た。
2、口本銀行調査月報2002年2月号か ら。資料 は総 務省 の 『家

　 計調査報告』。
3、日本政策 投資銀行調査 月報「999年 1「月 号 「消費の 不 安定

　 化と バブル 崩 壊後 の 消費 環 境』、日本政 策投 資 銀 行、「6ペ

　 ージ。
4 、 松 原 隆

一
郎

コ
消 費 不況 の謎 を 解 く』 講 談社、20el 年、

　 13− 「4ページ。
5、J ．ボードリ ア

ー
ル 今村仁司

・塚原 史訳 『
「
消費社会 の神

　 話と構造』（紀伊 国 屋書店、1979年）、か らボードリ ア
ー

　 ル の記号消費論を も と に論理を展開 した 。

6、日本銀 行調査 月報200「年「「月号、「生 活意識 に 関す るア ン

　 ケ
ー

ト調査』 （第13回）の 結果 。 調査 は200「年 9月2「日 か

　 ら「0月1日にかけて 全国の 20歳以上の 男女を対象 におこ な

　 わ れ、3272 人 （有功 回答 率8「．8％ ）か ら 回 答 が得 られ た

　 と して い る。
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